
 

 

News Release 
 

自治体DXサービス専門子会社 
「コニカミノルタパブリテック株式会社」を設立 

 

～デジタル庁発足で加速する自治体DXニーズへ地域密着で対応促進～ 
 

2021年10月1日 
 

コニカミノルタ株式会社（本社：東京都千代田区、社長：山名 昌衛、以下 コニカミノルタ）
は、2021年10月に自治体デジタルトランスフォーメーション（以下DX）サービスを提供する新
会社、コニカミノルタパブリテック株式会社を設立し、自治体へのDX支援を強化・加速すること
を発表しました。また今後、コニカミノルタで進めてきた各種自治体DX事業のコニカミノルタパ
ブリテック株式会社への移管を行っていきます。 

 
＜子会社設立の趣旨＞ 
■変化に迅速に対応するために新会社を設立し機動力を高めることで、都道府県から基礎自治体
に至るまで幅広くサービスを提供し、全国の自治体の業務改革を加速 

■コニカミノルタのヘルスケア、介護ビジネス、画像IoT事業、プラネタリウム事業等との一層の
連携強化により、One Konica Minoltaの視点からコニカミノルタの価値を最大化させ、自治体の
抱える様々な社会課題解決を支援 

■60社を超えるパートナー（2021年8月現在）との連携強化（オープンイノベーション）により
提供価値を高め、パートナーと一体となって、市民生活の向上を狙いスマートシティの実現を目
指す全国自治体をサポート 
*1：BPR「ビジネス・プロセス・リエンジニアリング」とは、業務本来の目的に向かって既存の組織や制度を抜
本的に見直し、劇的な改革を目指して、現在の業務内容やフロー、システム等のビジネスプロセスを再設計するこ
と。 
*2：パブリテックとは、「Public（パブリック）」×「Technology（テクノロジー）」を組み合わせた造語で、テク
ノロジーを活用して業務効率を高め、自治体職員本来の、市民のための戦略立案やクリエイティブな企画提案・実
行できる時間を創出することを目的としている。 

 

コニカミノルタでは、本年9月に発足したデジタル庁が推進する地方公共団体の基幹システム
の統一・標準化に先駆けて、長年製造業で培ってきたBPR*¹手法により、これまで全国80以上の
自治体と連携しながら行政の業務の整流化・標準化に取り組んでいます。本年7月に提供を開始し
た自治体DX支援プラットフォームは、全国の自治体による活用が急拡大しており、これまで見ら
れなかった自治体間の横連携の動きが、情報やノウハウの共有、取り入れによる業務の効率化、
市民サービスの向上に繋がっています。 

コニカミノルタパブリテック株式会社は、外部との連携強化によりさらにサービス内容を充実・
拡充させて、オープンプラットフォームによるパブリテック事業*²を展開します。デジタル庁創
設を機に今後急速にデジタル化が進むと予想される自治体サービスにおいて、変化に迅速に対応
するために新会社を設立し機動力を高めることで、全国自治体に幅広くサービスを提供し、拡大・
加速する自治体DXニーズへ地域密着での対応を行い、2021年度に100自治体、2023年度までに
1,000自治体への展開を目指します。 
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【会社概要】 
 

社名 コニカミノルタパブリテック株式会社 

代表者 代表取締役社長 別府 幹雄 

本社所在地 〒100-7015 

東京都千代田区丸の内 2-7-2 JPタワー 

設立 2021年 10月 

事業内容 ・行政の業務の整流化・標準化および自治体DX支援プラッ

トフォームを活用した自治体の業務フロー改革支援 

・多岐にわたるコニカミノルタの事業およびオープンイノ

ベーションによる多方面に渡る自治体スマートプロジェク

トの推進 

資本金 2.5億円 

株主 コニカミノルタ株式会社（100%） 
  

 

【背景と経緯】 

 コニカミノルタは、2015年から「One Konica Minolta」活動として、財務化されたそれぞれの
事業部のコア能力だけでなく、各組織の持つ非財務価値の洗い出しに力を入れてきました。その
非財務価値の一つである品質経営ノウハウを活用したのが自治体DX支援プラットフォームです。  

昨今、地方自治体においては、コロナ禍や災害などで職員一人当たりの業務負荷は増える一方
で、職員の高齢化が進み職員数が激減する中、社会全体の高齢化の進展に伴い福祉業務をはじめ
とする申請業務量は増大する一方で、未曽有の人手不足状態にあります。そのような状況の中、
課題解決策として各自治体が注目するのがDXによる抜本的な生産性向上です。DXを進めていく
上で必ず突き当たる大きな課題が業務の整流化・標準化であり、単なる個別最適のシステム化で
は、本質的な課題が解決しないことが明らかになってきています。 

コニカミノルタは、2021年7月から自治体DX支援プラットフォームの提供を開始し、業務量や
業務手順の「見える化」で、「公務員でなければできない業務」と「公務員でなくてもできる業務」
の全庁俯瞰視点での分類が行えるようになりました。従来公務員が担っていた業務のうち、「公務
員でなくてもできる業務」に関しては、RPAやAI-OCR技術などを活用した自動化、アウトソーシ
ング等「担い手」の転換を推進しています。 

これにより、公務員は「公務員でなければできない業務」に集中できるようになり、過重労働
環境から解放されるだけでなく、市民サービスレベル向上につなげることが可能となります。ま
た、有事の際には最前線で動かなければならない地方自治体職員の事業継続プラン（BCP: 
Business Continuity Plan）にもつながります。 

コニカミノルタパブリテック株式会社は、自治体DX支援プラットフォームでの顧客接点をフル
に活用しながら、自治体のスマート化の支援を、One Konica Minolta視点から積極的に行ってい
きます。 

 
――――――――――――――― 報道関係お問い合わせ先 ――――――――――――――― 

コニカミノルタ株式会社 広報部 Tel: 03-6250-2100 
担当：森 裕晃 080-6831-8727(在宅勤務)  
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